
業は行うべき。こう言うと、「世の中、本当にそうか」との反論も頂戴する。確かに、

理性の拒絶、協調の排除、超現実志向、自国利益優先といったリアリズムが台頭してい

るのは事実だが、米国でもマクドナルド、マイクロソフト、ジョンソン＆ジョンソンな

どが賛同する“We are still in”の動きに注目したい。日本企業にとって、台頭するリアリ

ズムに沈黙していることは活路を閉ざすことになると考えるべきである。 

 

企業はビジネスを通じて 

社会課題解決にいかに貢献できるか 
 

(公財)地球環境戦略研究機関  

持続可能性ガバナンスセンター研究員 

小野田 真 二 
 

 

１．持続可能な開発目標（SDGs）の意義と企業との関わり 

SDGsは、国際的・政治的合意を得た課題解決目標であるため、企業はこれを追求す

ることには正当性を得られる。ただし、内部中心的なアプローチでは、世界的課題に十

分対処することができない。何が必要かについて外部から検討するアウトサイド・イン

の視点で、現在の事業達成度とSDGsで求められる達成度とのギャップを埋めていくこ

とが重要であり、そこに変革の種と大きなビジネスチャンスがあると考えられる。 
 

２．問題提起 

（１）新たなビジネスチャンスとして社会課題を捉えたうえで、どのようにして各企業の

技術力や資源を社会課題解決に活かすか 

各企業がビジネスを通じて社会課題解決に取り組む際には、必ずしも新たな事業を立

ち上げる必要はない。経営トップがリーダーシップを持ち、アウトサイド・インのアプ

ローチで、社会課題に対して本業（経営理念や技術力・資源など）を活かすビジネスを

発見すべきである。 
（２）企業規模やリソースに応じた社会課題解決型ビジネスへの組織・活動のあり方とは 

大企業は組織立った仕組みを作るなかで取り組みを推進できる。SDGsの取り組みを

促進するような社内の制度・仕組み（「長期計画」「委員会」「報酬制度」「研修制度」な

ど）を整備することが重要である。また、中小・オーナー企業は、迅速な意思決定で、

スピード感を持った取り組みを推進できる。 
（３）短期的・一時的な利益減となっても社会課題の解決に貢献すべきか 

信念があっても、取り組みによって赤字が出るようだと躊躇するのは当然である。し

かし、ESG投融資が広まってきた現在、長期的には社会課題解決型ビジネスの方が投資

家を含むステークホルダーの理解を得やすい。戦略的な長期計画を策定し、ステークホ

ルダーとの対話を重ねたり、技術革新で低コスト化を図るなどして、利益を上げられる

ように努力を続けるべきである。 
（４）日本企業（関西財界）は、国内・関西の社会課題にどのように貢献できるか 

SDGsは、国や地方でも取り組みを推進し、レビューをしていくことを求めている。

国内・関西でも貧困問題や漁業資源の減少、フードロスといった問題が起きている。

SDGsは遠い世界の話ではない。“Think Globally, Act Locally”の精神をもち、ビジネス

を通じて地域の持続可能性に貢献すべきである。 
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SDGsとサラヤの取り組み 

 

 

 

サラヤ(株) 

代表取締役社長 更 家 悠 介 

 

 

１．サラヤの歩み 

企業と社会問題の関わり方については、日頃から自問自答し、できることを実践して

いる。 
当社は、1952年の創業時には赤痢対策に「手洗い」、その後は、大気汚染に「うがい」、

水質汚濁に「ヤシノミ洗剤」、各種感染症に「手指消毒剤」、生活習慣病に「天然のゼロ

カロリー甘味料」と、社会問題に向き合いながら仕事をしてきた。 
 

２．ボルネオの熱帯雨林保全活動、野生生物保護活動 

2004年にテレビ番組「素敵な宇宙船地球号」の取材を受けた。「原料であるパーム油

の農園開発が熱帯雨林を消失させており、ヤシノミ洗剤は環境に優しくないのではない

か」と問われた。早速、現地を調査し、象の救出から始め、2006年「ボルネオ保全トラ

スト」の立ち上げに協力し、運営費にヤシノミ洗剤の売上の１％を提供することにした。 
さらに「消費者の方々に現地を訪問頂き、ともに生物多様性保護を考え守る活動」「分

断された川沿いの森の連結（緑の回廊計画）」「象の保護園の建設」「RSPO（※）シンポ

ジウム」「持続可能なパーム油の活用と普及活動」など、ボルネオの生物多様性維持に

取り組んできた。結果として、生産地から消費者まで、いわゆるバリューチェーンの共

有ができ、ヤシノミ洗剤の売上も、毎年着実に伸びてきた。 
 

（※）持続可能なパーム油のための円卓会議（Roundtable on Sustainable Palm Oil） 
 

３．ウガンダの衛生への貢献、アフリカでの展開 

創業60周年（2012年）事業について日本ユニセフに相談し、2010年から、下痢など

が原因で乳幼児の死亡率が高かったウガンダで、「100万人の手洗いプロジェクト」を始

めた。さらにJICAと協力して「病院で手の消毒100％プロジェクト」を実施している。

問題は、消毒剤の価格が高いことであり、それに対応して、2014年、現地のアルコール

を活用して、ウガンダで手指消毒剤の生産を始めた。今はケニアに現地法人をつくり、

衛生事業の普及・展開を始めている。 
また2018年にはチュニジアの農家でエッセンシャルオイルの抽出事業を始め、エジプ

トでは、ホホバの木で砂漠を緑化しつつ、ホホバ油の活用を目指している。 
 

  

（５）民間単独では対応できない取り組みを後押しする支援などについて、国や行政に何

を期待するか 

１社だけでできることには限界がある。他社などのリソースを掛け合わせてビジネス

化を図ることに加え、国や自治体による資金スキームや規定・ルール作りといった支援

策、他社・大学・NPOなど、外部機関との連携のための枠組み作りも必要である。 
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